
独立行政法人農業環境技術研究所中期目標

制定：平成18年3月1日農林水産省指令17農会第1483号

独立行政法人農業環境技術研究所（以下 「研究所」という。）は、 昭和58年に農林水産
省農業技術研究所を改組して創設された農林水産省農業環境技術研究所を母体とし、 自

然循環機能等農業と環境の関連性の解明に関する基礎的な研究を担う特定独立行政法人
として平成13年4月1日に設立された。

研究所は、 食料・農業・農村基本法（平成11年法律第106号）、 その理念や施策の基本
方向を具体的に示した食料・農業・農村基本計画（平成12年3月24日閣議決定）及び 「農

林水産研究基本目標」（平成11年11月1日農林水産技術会議決定）に基づき、 平成13年4
月の設立に伴って策定された第1期中期目標に示された研究開発を推進してきた。 特に、
農産物の放射能・ダイオキシン汚染や地球環境変動等の農業環境に関する様々な問題の
解決に貢献し、 行政機関 及びIPCC（気候変動に関する政府間パネル）等の国際機関

から高い評価を得てきた。

今日、 温暖化等の地球環境問題への社会的関心はますます高まっており、 農業生産を
支える環境にも及ぶところとなっている。 さらに、 国の科学技術政策においても、 重点

分野の 一 つとして環境が位置付けられており、 研究所の使命を着実に達成することへの
国民の期待は大きい。

また、 平成17年度中の決定に向けて現在検討中の新たな科学技術基本計画では、 「社

会・国民に支持され、 成果を還元する科学技術」、 「 人材育成と競争的環境の重視」が基

本姿勢になっている。
こうした背景の下、 研究所は、 新たな食料・農業・農村基本計画（平成17年3月25日

閣議決定）に対応して平成17年3月に策定された 「農林水産研究基本計画」（平成17年3

月30日農林水産技術会議決定）に基づき、 農業生産を支える環境に関する基礎的・基盤
的研究の重点化を行い、 研究成果の効果的な普及により、 地球規模で発生している農業

環境問題の解決に科学的論拠を提供し、 次世代に継承すべき農業環境の保全を実施する
政策に貢献すべく中期計画 を策定し、 着実に実施する。

第1 中期目標の期間

研究所の中期目標の期間は、 平成18年4月1日から平成23年3月31日までの5年間と
する。

第2 業務運営の効率化に関する事項

運営費交付金を充当して行う事業については、 業務の見直し 及び効率化を進め、 一般
管理費については、 中期目標期間中、 毎年度平均で少なくとも前年度比3％の削減を行
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